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 福島原子力発電所事故は終わっていない。 

これは世界の原子力の歴史に残る大事故であり、科学技術先進国の一つである日本で起きたことに世界

中の人々は驚愕した。世界が注目する中、日本政府と東京電力の事故対応の模様は、日本が抱えている

根本的な問題を露呈することとなった。（略）先進各国は、スリーマイル島原発事故やチェルノブイリ原

発事故などといった多くの事故と経験から学んできた。世界の原子力に関わる規制当局は、あらゆる事

故や災害から国民と環境を守るという基本姿勢を持ち、事業者は設備と運転の安全性の向上を実現すべ

く持続的な進化を続けてきた。 

日本でも、大小さまざまな原子力発電所の事故があった。多くの場合、対応は不透明であり組織的な

隠ぺいも行われた。日本政府は、電力会社 10 社の頂点にある東京電力とともに、原子力は安全であり、

日本では事故など起こらないとして原子力を推進してきた。（略）そして、日本の原発は、いわば無防備

のまま、3.11 の日を迎えることとなった。 

 

想定できたはずの事故がなぜ起こったのか。その根本的な原因は、日本が高度経済成長を遂げたころ

にまで遡る。政界、官界、財界が一体となり、国策として共通の目標に向かって進む中、複雑に絡まっ

た『規制の虜（Regulatory Capture）』が生まれた。（略）入社や入省年次で上り詰める「単線路線のエ

リート」たちにとって、前例を踏襲すること、組織の利益を守ることは、重要な使命となった。この使

命は、国民の命を守ることよりも優先され、世界の安全に対する動向を知りながらも、それらに目を向

けず安全対策は先送りされた。（略）当時の政府、規制当局、そして事業者は、原子力のシビアアクシデ

ント（過酷事故）における心の準備や、各自の地位に伴う責任の重さへの理解、そして、それを果たす

覚悟はあったのか。「想定外」「確認していない」などというばかりで危機管理能力を問われ、日本のみ

ならず、世界に大きな影響を与えるような被害の拡大を招いた。この事故が「人災」であることは明ら

かで、歴代及び当時の政府、規制当局、そして事業者である東京電力による、人々の命と社会を守ると

いう責任感の欠如があった。（略） 

 

100 年ほど前に、ある警告が福島が生んだ偉人、朝河貫一によってなされていた。 

朝河は、日露戦争に勝利した後の日本国家のありように警鐘を鳴らす書『日本の禍機』を著し、日露戦

争以後に「変われなかった」日本が進んで行くであろう道を、正確に予測していた。 

「変われなかった」ことで、起きてしまった今回の大事故に、日本は今後どう対応し、どう変わってい

くのか。これを、世界は厳しく注視している。この経験を私たちは無駄にしてはならない。国民の生活

を守れなかった政府をはじめ、原子力関係諸機関、社会構造や日本人の「思いこみ（マインドセット）」

を抜本的に改革し、この国の信頼を立て直す機会は今しかない。この報告書が、日本のこれからの在り

方について私たち自身を検証し、変わり始める第一歩となることを期待している。（略） 

 

東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調） 委員長 黒川 清 
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提言の実現に向けて 

  

 ここに示した７つの提言は、当委員会が国会から付託された使命を受けて調査・作成した本報告

書の最も基本的で重要なことを反映したものである。したがって当委員会は、国会に対しこの提言

の実現に向けた実施計画を速やかに策定し、その進捗の状況を国民に公表することを期待する。  

  

 この提言の実現に向けた第一歩を踏み出すことは、この事故によって、日本が失った世界からの

信用を取り戻し、国家に対する国民の信頼を回復するための必要条件であると確信する。 

  

 事故が起こってから 16 カ月が経過した。この間、この事故について数多くの内外の報告書、調

査の記録、著作等が作成された。そのいくつかには、我々が意を強くする結論や提案がなされてい

る。しかし、わが国の原子力安全の現実を目の当たりにした我々の視点からは、根本的な問題の解

決には不十分であると言わざるを得ない。 

  

 原子力を扱う先進国は、原子力の安全確保は、第一に国民の安全にあるとし、福島原子力発電所

事故後は、さらなる安全水準の向上に向けた取り組みが行われている。一方、わが国では、従来も、

そして今回のような大事故を経ても対症療法的な対策が行われているにすぎない。このような小手

先の対策を集積しても、今回のような事故の根本的な問題は解決しない。 

  

 この事故から学び、事故対策を徹底すると同時に、日本の原子力対策を国民の安全を第一に考え

るものに根本的に変革していくことが必要である。 

 

  

 

 

 

 福島原発事故はまだ終わっていない。被災された方々の将来もまだまだ見えない。国民の目から

見た新しい安全対策が今、強く求められている。これはこの委員会の委員一同の一致した強い願い

である。 

 ここにある提言を一歩一歩着実に実行し、不断の改革の努力を尽くすことこそが、国民から未

来を託された国会議員、国権の最高機関たる国会及び国民一人一人の使命であると当委員会は確

信する。 




